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研究会の設置の趣旨
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○脱炭素社会の実現に向けた世界的な潮流の中、環境（Environment）、社会（Social）、企業
統治（Governance）の３つの観点に取り組む企業が国内外の金融機関・投資家から評価され、資
金を獲得する流れが加速

○国内では、政府の２０５０年カーボンニュートラル宣言以降、再生可能エネルギー事業等の脱炭素化
プロジェクトの促進に向けた環境整備（法令・計画改定、技術的・経済的支援の拡大）が急速に進み、
当該分野へ資金が集中

○ このように脱炭素社会の実現に向けた企業への社会的要請が高まる中、京都府内企業の脱炭素なビ
ジネスモデルへの早期転換を促し、ESG投資の資金を呼び込むことにより、地域の活性化・脱炭素化を
図るため、「地域脱炭素化に向けたESG投資研究会」を設置

○具体的には、以下について議論いただき、得られた成果については、研究会の参画企業等と協議の上、
具体プロジェクトへと繋げることを目指す。

・ 府内企業の脱炭素化に資する取組や支援方策
・ 府内企業へのESG投資の資金を呼び込みによる地域の活性化・脱炭素化に資する取組
・ 再生可能エネルギーの導入促進等の脱炭素経営を促す立地環境等の整備
・ その他必要と認められる事項



研究会の運営

1. 本研究会は、原則、非公開とする。

2. 議事要旨については、会議終了後速やかに作成し、公開
する。

3. 配布資料については、原則として公開するが、資料の内
容を踏まえ、事務局が各委員等と相談の上、対応を決定
する。
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世界の潮流とＥＳＧ金融

ESG投資動向2050年までにカーボンニュートラルを表明した国

➢ 2021年4月時点では、日本を含む125カ国と1地域が、2050
年までのカーボンニュートラル実現を表明

➢ これらの国の、世界全体のCO2排出量に占める割合は39.0%
（2017年実績）

➢ 2060年までのカーボンニュートラル実現を表明した中国も含める
と、全世界の約3分の２を占める

➢ 気候変動問題への対応を“成長の機会”ととらえる国際的な潮
流が加速し、大胆な投資を行う動きも加速し続けている

出所： 経済産業省、環境省資料をもとにPwC作成 4

⚫ 「2050年までのカーボンニュートラル実現」を125か国・1地域が表明し、企業の気候変動問題
への対応が急務となる中で、ESG投資活動がグローバルに活発化



（参考）ＥＳＧ金融の歴史

宗教的・倫理的動機：SRIの始まり

人権・労働・環境など社会運動

CSRと企業戦略

国連責任投資原則（PRI）策定：ESG投資の始まり

欧州投資銀行によるClimate Awareness Bond発行

世界銀行によるGreenBond発行

日本国内で、個人投資家向けの社会・環境貢献型債権の発行・投資が増加

グリーンボンド原則（GBP）策定

本邦発行体によるグリーンボンド発行がスタート

国連サミットでSDGs採択

年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）がPRI署名

COP21でパリ協定採択

環境省グリーンボンドガイドライン策定

ソーシャルボンド原則（SBP）策定

国内においても、グリーン、ソーシャル、サステナビリティをテーマと
した投融資・証券等が拡大

1920

1960

1990

2006

2007

2008

2014
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2017

現在～

出所： 日本証券業協会「SDGsに貢献する金融商品の概要（歴史等）」よりPwC作成 出所： 経済産業省「ESG投資」よりPwC作成

PRI署名機関数の推移

2015 GPIFのPRI署
名 以降、国内での
PRI 署名機関数が
増加
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⚫ 2015年におけるGPIFのPRI署名以降、国内におけるPRI署名機関数の増加が進み、現在に
おいても国内のESG金融は拡大



なぜ地域の脱炭素化にＥＳＧ金融が必要か？（府の考え）

➢ 脱炭素取組みを行うための投融
資・助成の獲得

➢ 脱炭素の要請に対応することで、
将来的な販路拡大が期待され、
企業自体の持続性が向上

➢ ESG経営をコミットし、地域・社会
の脱炭素化取組みを支援

➢ ESG金融による新たな融資先の
獲得

➢ 融資先の経営が持続可能となるこ
とで、貸し倒れリスクが低減

ESG金融（投融資）・CO2削減支援

ESG関連情報開示

地域金融機関
地域企業

大企業

ＣＯ
２

ＣＯ
２
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⚫地域脱炭素化を達成するには、大企業だけではなく、地域の中小企業も一体となった脱炭素
化の取組みを行う必要があり、地域金融機関からの資金面での支援や行政のサポートも肝要

自治体
（支援の例）
補助金・専門家派遣・情報開示サポートなど（支援の例）

ESG評価指標の提供・利子補給・外部審査支援など



（参考）地方自治体と地域金融機関の連携事例

出所 : 滋賀銀行ニュースリリース、株式会社しがぎん経済文化センター公開資料、日経新聞記事「滋賀銀行と滋賀県が「地域版SLL」、中小向け新型融資」をもとにPwC作成

地域版SLL「“しがCO2ネットゼロ”プラン」

概要
➢ 滋賀県と滋賀銀行が連携し、2021年3月31日より開始したサステナビリ

ティ・リンク・ローン(SLL)
➢ 地方自治体と金融機関が連携した国内初のSLLの枠組み

目的
➢ 滋賀県内に事業所を有する事業者の「脱炭素」取組みをサポートし、 事

業者の企業価値向上と地域経済の「脱炭素」推進へ貢献する

各団体の
役割

➢ 事業者： 事業挑戦目標（SPTs）とその進捗状況を、滋賀県の「事業
者行動計画書制度」に則って報告

➢ 滋賀県： 報告された内容を、制度に基づき県から公表
➢ 滋賀銀行： 優遇金利で融資するとともに、目標・計画づくりや実行支援

融資例
(第一
号)

➢ 融資先： 草津電機
➢ 実行日： 2021年3月31日
➢ 融資額： 5億円
➢ SPTs (Sustainability Performance Targets)：

温室効果ガス削減率
2030 年度に 2013 年度対比にて、
排出量（総量）で 51.7 ％、
生産高原単位で 59.3 ％ のどちらかを達成

➢ 貸出条件等との連動
• ４つの達成要件

①取組項目の進捗公表 ②事業者行動計画書を滋賀県に提出
③ 「②」を毎年度行う ④SPTsの達成 (※毎年評価される)
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⚫地方自治体と地域金融機関が連携した国内初のサステナビリティ・リンク・ローン(SLL)枠組みと
して、滋賀県・滋賀銀行は地域版SLL「“しがCO2ネットゼロ”プラン」を開始



京都府「サプライチェーンCO2排出削減事業」（R３～）
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中小サプライヤー

中小サプライヤー

中小サプライヤー

中小サプライヤー

中小サプライヤー

株式会社島
津製作所様
（公募により選定）

一般社団法人
京都知恵産業
創造の森アンケート調査等

削減ポテンシャルの大きい
サプライヤーの絞り込みなど

京都府

EMS診断
（既存事業）

委 託PwCコンサルティ
ング合同会社

・全体取りまとめ
・配賦ロジックの提案
・対策方針策定
・サプライチェーンでの
排出削減方法提案など

委 託
診断結果

省エネ補助等
（補助金の紹介等）

・現場調査
・配賦量算定 など



（参考）府の事業者対策の体系図
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大規模排出事業者

事業者排出量削減
計画書・実施報告書

総合評価
計画書

計画最終年度報告書

優良表彰

指導・助言

高評価

低評価

中小事業者等

特定事業者
指導助言事業

省エネ・ＥＭＳ診断

ＥＭＳ等導入推進・
評価事業

省エネ設備改修支援

京-VER創出促進事業

CO2削減量の
クレジット認証

クレジットによる
補完的手段

クレジット創出と購入

条例事項 施策事項（予算事業）

京都版CO2排出
削減量取引制度

環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ
導入義務

サプライチェーンでの取組
クレジット取引促進

ESG投資資金

ESG投資資金

ESG投資研究会
SC排出削減事業

太陽光等導入支援
（補助・税の減免）

自立的地域活用型再エネ
導入等計画認定事業



脱炭素化に向けた事業者の取組アンケート調査結果
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目 的：府内中小企業等の脱炭素化の取組の実態把握等

実施期間：令和３年８月２日（月）～８月31日（火）

調査方法： ウェブ回答

回 答 数 ： 466件（大企業：約３割、中小企業等：約７割）

「事業実施にあたり脱炭素化は必須」⇒大企業・中小企業等ともに約５割

「温室効果ガス排出量を把握・公表している」⇒中小企業等は約１割（大企業約４割）

「ＥＳＧ投資への対応をしている」⇒中小企業等は４％（大企業約３割）

「取引先から温室効果ガス排出量の削減要求を受けている」⇒製造業が約３割（全業種平均８％）

＜調査について＞

＜結果概要＞



府の課題認識
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１．府内企業の成長へとつなげるESG経営の推進
● 大企業のサプライチェーン全体での排出削減への対応
国際認証を取得する動きも生まれつつあるが、サプライヤー等と連携したGHG削
減を促す誘導施策が必要

● 中小企業のESG経営の促進
府内中小企業を持続可能で競争力のある「強い企業」にしていくために、脱炭素化
等のESG経営を促す誘導施策（地銀との連携等）が必要
（参考）京都府・京都市アンケート結果
「事業実施にあたり脱炭素化は必須」と考えている割合は45％存在するが、「温室効果ガスの排出量を把
握・公表している」割合は１割に過ぎず、「ESGへの対応を講じている」企業は４％のみ

２．再エネ投資等のグリーン事業の府内への呼び込み
府内事業者による府内産再エネの利用を促し、府内への再エネ投資を促進

（例）再エネの地産地消が企業価値の向上（ESG評価の向上）につながる仕組みを作り、地元企業による府内再エネの調達インセンティブを向上



スケジュール（案）
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令和３年１１月５日 第１回研究会
【テーマ】ESG投資の現状･今後の見通しに係る勉強会

１２月中 第２回研究会
【テーマ】中小企業のESG経営を促す誘導施策・金融機関との連携（仮）

ESG情報開示モデルの構築･活用（仮）

令和４年 ２月中 第３回研究会
【テーマ】府内の再エネを利用した地域の企業価値の向上（仮）

３月中 中間とりまとめ（予定）



以下、参考資料



（参考）府内企業の国際イニシアティブ参画状況
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⚫日本企業による国際的な認証・イニシアティブへの積極的な参加が続く中、府内企業も島津製
作所、村田製作所、京セラ、SCREENホールディングス、日新電機等が参加

出所 : 環境省HP（R3.9.30時点）



（参考）府内の温室効果ガスの排出状況など

1,137
万トン

図２ 2019年度の府内排出実績
（エネルギー起源部門※に限る）

※化石燃料の燃焼（電気の消費を含む）により排出されるCO2量

産業

26%

業務

22%
運輸

25%

家庭

23%

その他

4%

図１ 府内の温室効果ガスの推移
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〔万t-CO2〕



（参考）府内の再生可能エネルギーの導入状況
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11.8億kWh

14.0億kWh
14.8億kWh

15.3億kWh

13.3億kWh

再エネ条例制定

＋4.1億kWh/年（＋35％）

水力
48％

太陽光
42％

図３ 府内の再生可能エネルギーの導入量の推移



（参考）京都府の関連施策（脱炭素関係）①

17



（参考）京都府の関連施策（脱炭素関係）②
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（参考）国の関連施策①
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（参考）国の関連施策②



Q４．脱炭素化に向けた社会の変化（府内事業者アンケート抜粋）

⚫ 脱炭素化に向けた変化を感じている事業者は、事業者の規模や部門別に多少の差はあるものの、総じて多く、脱炭
素化が必須であると考えている事業者の割合も高い。

21

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大企業

中小企業等

脱炭素化に向けた動きが加速していることを感じている。 脱炭素化の取組を進めている。

今後，事業をするうえで，脱炭素化は必須だと考えている。 脱炭素化を進める予定はない。

その他

脱炭素化に向けた動き
が加速していることを感
じている。

脱炭素化の取組を進め
ている。

今後、事業をするうえで、
脱炭素化は必須だと考
えている。

脱炭素化を進める予定
はない。

その他

大企業 84.7% 43.8% 57.6% 1.4% 0%

中小企業等 63.0% 20.5% 45.0% 4.3% 2.8%

産業部門 81.7% 35.7% 49.6% 3.5% 0%

運輸部門 76.9% 30.8% 53.8% 0% 7.7%

業務部門 65.4% 24.9% 48.5% 3.6% 2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

産業部門

運輸部門

業務部門



Q５．温室効果ガス排出量の把握状況（府内事業者アンケート抜粋）

⚫ 脱炭素化の取組の前提となる温室効果ガス排出量の把握及び公表を行っている事業者の割合は、事業者の規模に
よって、大きな差があり、中小企業等では、大企業に比べて低い。
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把握し、公表している。 把握しているが、公表していない。 把握していない。

大企業 43.1% 22.9% 34.0%

中小企業等 10.6% 24.8% 64.6%

産業部門 36.5% 29.6% 33.9%

運輸部門 38.5% 30.8% 30.8%

業務部門 14.5% 22.2% 63.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大企業

中小企業

等

把握し，公表している。
把握しているが，公表していない。
把握していない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

産業部門

運輸部門

業務部門



Q11．ESG投資への対応・認知度等（府内事業者アンケート抜粋）

⚫ ESG投資への対応について、大企業においても対応は３割以下に留まるなど、全体として進んでいない。
⚫ 中小企業等では、より顕著にその傾向が見られる。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大企業

中小企業等

ESG投資の内容を把握し，対応をしている。

ESG投資の内容を把握しているが，対応はしていない。

ESG投資の言葉は，聞いたことがある。

知らなかった。

ESG投資の内容を把握し、
対応をしている。

ESG投資の内容を把握して
いるが、対応はしていない。

ESG投資の言葉は、聞いたこ
とがある。

知らなかった。

大企業 29.9% 27.8% 25.7% 16.7%

中小企業等 4.0% 21.1% 41.6% 33.2%

産業部門 23.5% 28.7% 33.9% 13.9%

運輸部門 23.1% 15.4% 23.1% 38.5%

業務部門 7.7% 21.6% 38.2% 32.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

産業部門

運輸部門

業務部門
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Q12．気候変動のリスク要因（府内事業者アンケート抜粋）

⚫ 大企業・中小企業等のいずれも、気候変動、地球温暖化を経営リスクと捉えている事業者は多い。
⚫ いずれも法改正を主要なリスク要因として挙げている。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大企業

中小企業等

温室効果ガス排出量削減対策に伴う既存事業の廃止や技術の陳腐化

法改正（炭素税の導入等）に伴う資産価値や売上・利益の減少

ESG投資の拡大や顧客の環境志向の強まり等に伴う市場ニーズの変化

環境配慮の取組状況を意識した取引先の選定

その他

温室効果ガス排出量削減対策
に伴う既存事業の廃止や技術
の陳腐化

法改正（炭素税の導入等）
に伴う資産価値や売上・利
益の減少

ESG投資の拡大や顧客の環境志向
の強まり等に伴う市場ニーズの変
化

環境配慮の取組状況を意識した
取引先の選定

その他

大企業 40.3% 52.1% 47.9% 40.3% 4.9%

中小企業等 36.3% 43.5% 31.4% 31.1% 11.2%

産業部門 40.0% 56.5% 51.3% 47.8% 2.6%

運輸部門 30.8% 30.8% 53.8% 30.8% 15.4%

業務部門 37.0% 43.2% 30.8% 29.3% 11.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

産業部門

運輸部門

業務部門

※複数回答
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Q13．気候変動のリスク要因への対策（府内事業者アンケート抜粋）

⚫ 大企業がやや多いものの、中小企業等においても、様々な対応が検討されている。
⚫ 大企業はよりCSRを重視しており、中小企業等では対応方法を模索中の割合が高い。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大企業

中小企業等

新たなビジネス機会の検討 自社の製品やサービス等の見直し

CSR活動の強化 対策が必要と考えているが，方法がわからない。

対応が必要と考えていない その他

新たなビジネス機会の
検討

自社の製品やサービス
等の見直し

CSR活動の強化
対策が必要と考えているが、
方法がわからない。

対応が必要と考えていない その他

大企業 42.4% 48.6% 50.7% 27.1% 6.3% 2.1%
中小企業等 28.3% 36.3% 23.3% 37.3% 9.6% 5.9%
産業部門 46.1% 55.7% 44.3% 18.3% 6.1% 0.9%
運輸部門 46.2% 61.5% 61.5% 0.0% 0.0% 7.7%
業務部門 27.5% 34.0% 26.3% 40.8% 9.8% 5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

産業部門

運輸部門

業務部門

※複数回答
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変化する環境（E）・社会（S）・企業統治（G）の優先度？

Ｇ Ｅ Ｓアベノミクス下

気候変動リスク
パリ協定

コロナ禍

＞＞

ＧＥ Ｓ＞≒

Ｓ＞ ＧＥ≒

ポストコロナ・COP26後のE・S・Gの捉え方（議論用資料）

ポストコロナ
COP26後 ？
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